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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波によって構成要素を検査する方法であって、
　少なくとも１つの超音波エミッタと複数の超音波レシーバとを有する装置（１）を前記
構成要素に対して接触させるステップであって、前記超音波レシーバが前記超音波エミッ
タに対して異なる位置に配置される、ステップと、
　前記超音波エミッタによってプローブ信号を発生するステップと、
　前記超音波レシーバによって複数の応答信号（Ｃｉ）を受信するステップと、
　前記超音波レシーバの少なくとも１つのグループの前記応答信号（Ｃｉ）において、
　ａ）前記応答信号（Ｃｉ）において、前記超音波エミッタから前記応答信号（Ｃｉ）を
受信した前記超音波レシーバまで前記構成要素を進行する表面波によって生じる第１信号
セクションを識別するステップと、
　ｂ）前記第１信号セクションから補正値（Ｖｉ）を導き出すステップと、
　ｃ）前記補正値（Ｖｉ）に応じたスケール係数によって前記応答信号（Ｃｉ）の少なく
とも第２信号セクションを再スケール調整するステップと、
　を含む、方法。
【請求項２】
　結果データセットを生成するために前記第２信号セクションを結合するステップを更に
含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
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　前記グループの各超音波レシーバについて、
　－前記超音波レシーバに時間窓（Ｗ）を帰属させるステップと、
　－前記超音波レシーバによって計測された前記応答信号（Ｃｉ）において前記第１信号
セクションを識別するために前記時間窓（Ｗ）を使用するステップと、
　を更に含む、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　前記時間窓（Ｗ）の時間的位置が、前記超音波エミッタからの前記超音波レシーバの距
離（ｘｉ）に依存する、請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記時間窓（Ｗ）の前記時間的位置が、前記超音波レシーバと前記超音波エミッタとの
間の距離（ｘｉ）に比例する、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記時間窓（Ｗ）の時間的位置が、前記プローブ信号の後の前記応答信号（Ｃｉ）にお
ける第１パルスの到達時間に応じて選択される、請求項３～５のいずれかに記載の方法。
【請求項７】
　前記時間窓（Ｗ）の長さが、前記超音波エミッタによって発せられた前記プローブ信号
の長さと、前記プローブ信号の前記長さの５倍との間であり、特に前記プローブ信号の前
記長さの２倍に等しい、請求項３～６のいずれかに記載の方法。
【請求項８】
　少なくとも前記第１セクションにおいて前記応答信号（Ｃｉ）の包絡線を計算し、前記
補正値（Ｖｉ）を導き出すために前記包絡線を使用するステップを含む、請求項１～７の
いずれかに記載の方法。
【請求項９】
　前記補正値（Ｖｉ）が、前記第１セクションにおいて、前記応答信号（Ｃｉ）の、又は
、前記応答信号（Ｃｉ）の包絡線の、最大値（Ａ）に比例する、請求項１～８のいずれか
に記載の方法。
【請求項１０】
　前記超音波エミッタ及び／又は各超音波レシーバが数個の超音波変換器（４）を備える
、請求項１～９のいずれかに記載の方法。
【請求項１１】
　各超音波レシーバが、前記応答信号を受信するときに前記構成要素に接触させられる１
つ又は複数の先端（５ａ）を備える、請求項１～１０のいずれかに記載の方法。
【請求項１２】
　前記プローブ信号を発生するステップ及び前記応答信号を受信するステップが、使用者
が前記装置を検査対象の前記構成要素に対して手で保持しながら実行される、請求項１～
１１のいずれかに記載の方法。
【請求項１３】
　超音波によって構成要素を検査するための装置であって、
　プローブ信号を発生するための少なくとも１つの超音波エミッタと、
　複数の応答信号（Ｃｉ）を受信するための複数の超音波レシーバであって、前記超音波
レシーバが前記超音波エミッタに対して異なる位置に配置される、超音波レシーバと、
　前記超音波レシーバの少なくとも１つのグループの前記応答信号（Ｃｉ）について
　ａ）前記応答信号（Ｃｉ）において、前記超音波エミッタから前記応答信号（Ｃｉ）を
受信した前記超音波レシーバまで前記構成要素を進行する表面波によって生じる第１信号
セクションを識別し、
　ｂ）前記第１信号セクションから補正値（Ｖｉ）を導き出し、
　ｃ）前記補正値（Ｖｉ）に応じたスケール係数によって前記応答信号（Ｃｉ）の少なく
とも第２信号セクションを再スケール調整する、
　ように適合され構成された制御ユニットと、
　を備える、装置。
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【請求項１４】
　コンクリートを検査するため及び／又は前記構成要素の内部構造の画像表示を生成する
ための、請求項１～１３のいずれかに記載の方法又は装置の使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コンクリート体などの構成要素又はその他の建築構成要素を超音波によって
検査するための方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波による構成要素の非破壊検査は、様々な技術分野において重要なツールを提供す
る。例えば、非破壊検査は、コンクリートなどの建材において強化材、ボイド、クラック
又は非均質を探し出すために使用できる。
【０００３】
　このタイプの装置は、米国特許第７５８７９４３号において示されている。このタイプ
の装置は、ハウジングの中に配列された複数の超音波変換器を備える。変換器を介して信
号を個別に送受するためにドライバエレクトロニクスが設置される。
【０００４】
　装置を操作する際、使用者は、検査対象の構成要素に対して装置を保持し、その後、走
査作業を実施するために変換器が作動される。
【０００５】
　米国特許第７５８７９４３号の装置は、複数のモジュールを備え、その各々が、超音波
変換器を有する数個のテストヘッドを有する。モジュールの１つは、信号パルスを送り出
すためのトランスミッタモジュールとして作動され、信号パルスはその後他のモジュール
によって受信される。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明が解決しようとする課題は、計測の正確度が改良された方法及び装置を提供する
ことである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この課題は、独立請求項に記載する方法及び装置によって解決される。
【０００８】
　したがって、超音波によって構成要素を検査するための方法は、下記のステップを含む
。即ち、
　　－少なくとも１つの超音波エミッタと複数の超音波レシーバとを有する装置を、検査
対象の構成要素に対して接触させるステップ。装置において、超音波レシーバは、超音波
エミッタに対して異なる位置に配置される。
　　－前記超音波エミッタによってプローブ信号を発生するステップ。プローブ信号は、
例えば単一の超音波パルス又は一連のパルスとすることができる。
　　－超音波レシーバによって複数の応答信号を受信するステップ。これらの応答信号は
、プローブ信号が構成要素の中で様々な経路に沿って伝搬することによって生じる。した
がって、応答信号は、典型的には、構成要素の表面に沿って進行する信号と、構成要素の
中に進入して構成要素の境界内又は境界の構造から反射される信号と、の重ね合わせによ
って形成される。
　　－更に、超音波レシーバの少なくとも１つのグループの応答信号において、更に処理
ステップが実施される（この超音波レシーバのグループは、全てのレシーバを含むと有利
であるが、レシーバのサブセットのみを含むこともできる）。このグループのレシーバの
１つが受信した各応答信号について、下記のステップが実施される。即ち、
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　　ａ）それぞれの応答信号において、超音波エミッタからそれぞれの応答信号を記録し
た超音波レシーバまで構成要素を進行する表面波によって生じた第１信号セクションを識
別するステップ。そのような表面波は、典型的に検査される構成要素のほとんどにおいて
存在する。表面波は、構成要素の構造に関して僅かな情報しか運ばず、したがってしばし
ば無視される。
　　ｂ）第１信号セクションから補正値を導き出すステップ。このステップは、たとえ表
面波にはしばしばほとんど重要性がないとしても、レシーバによって計測されるそれらの
強さは、所与のレシーバがテスト中の構成要素にどれだけ良く結合しているかの目安にな
る、という見識に基づく。
　　ｃ）補正値に応じたスケール係数によってそれぞれの応答信号の少なくとも第２信号
セクションを再スケール調整するステップ。このステップは、ステップｂ）において得ら
れた情報を利用する。補正値はレシーバが構成要素にどれだけ良く結合しているかを示す
ので、この情報は、少なくとも更なる分析にとって重要な応答信号の部分（即ち請求項の
言葉によれば「第２信号セクション」）を再スケール調整できるようにし、それによって
、検査中の構成要素への個別の超音波レシーバの結合の質の影響を減少または排除できる
ようにする。
【０００９】
　言い換えると、本発明は、計測の正確性及びエラー強さに影響する１つの主要なファク
タは、個別の超音波レシーバの結合の質である、という見識に基づく。例えば、表面の小
さい凸凹量、僅かな表面の不均質性、又は、装置を構成要素に接触させるときの装置のわ
ずかな不整合でも、いくつかのレシーバの構成要素への結合を他のものよりずっと良くす
る。
【００１０】
　このような計測方法の固有の不正確性を補正するために、本発明は、表面波が、レシー
バが構成要素にどれだけ良く結合しているか、及び、その信号をどの程度スケール調整す
るべきか、の良い目安になる、という事実を利用する。補正値に応じて応答信号（少なく
ともその重要な部分）をスケール調整することによって、局部的な表面の不規則性又は構
成要素に対する装置の不適切な接触への応答信号の依存を減少できる。
【００１１】
　ひとたび様々なレシーバからの第２信号セクションがスケール調整されたら、第２信号
セクションは、好ましくは、構成要素の内部構造の画像などの結果データセットを生成す
るために、例えばＳＡＦＴアルゴリズムにおいて組み合わされる。第２信号セクションは
それらのそれぞれのレシーバの結合の質に応じてスケール調整されるので、結果データセ
ットの正確性及び一貫性が向上される。
【００１２】
　第１信号セクション即ち表面信号を示す信号セクションを識別するためには様々な方法
がある。これらの方法は、独立して又は組み合わせて使用できる。
【００１３】
　好ましくは、方法は、グループの中の各超音波レシーバについて、下記のステップを含
む。即ち、
　　－超音波レシーバに時間窓（time window）を帰属させるステップ。この時間窓は、
応答信号の中の「第１信号セクション」即ち表面波を含む信号のセクションを識別するた
めに使用される。
　　－超音波レシーバによって計測された応答信号において第１信号セクションを識別す
るために時間窓を使用するステップ。即ち、時間窓の中にある応答信号の部分のみ（又は
少なくともほとんど）が補正値の計算のために使用される。
【００１４】
　１つの実施形態において、時間窓の時間的位置は、超音波エミッタからの超音波レシー
バの距離に依存する。好ましくは、時間的位置は、この距離に比例する。
【００１５】
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　別の実施形態において（例えば、一貫性のチェックのために、先の実施形態と組み合わ
せられることができる）、時間窓の時間的位置は、応答信号において第１パルスが検出さ
れた時間に応じて選択される。これに関して、「第１パルス」は、プローブ信号が構成要
素の中へ送られた後に最初に到達するパルスである。これは、ほとんどの構成要素におい
て、表面波が、超音波エミッタから超音波レシーバまで最も高速で伝搬する信号である、
という見識に基づく。
【００１６】
　好ましくは、使用者が検査対象の構成要素に対して装置を手で保持しているときに、プ
ローブ信号を発生すること及び応答信号を受信することが実施される。本発明によって提
供される信号のスケール調整は、装置に対する不均等な加圧による問題を補償するために
特に適する。したがって、本発明は、装置が手で適用させられる場合に、実質的に安定し
た信号を得られるようにする。これは、構成要素の内部構造の画像が応答信号から導き出
される場合に、特に重要である。
【００１７】
　本発明はまた、超音波によって構成要素を検査するための装置に関する。この装置は、
　－プローブ信号を発生するための少なくとも１つの超音波エミッタと、
　－複数の応答信号を受信するための複数の超音波レシーバであって、超音波レシーバが
、超音波エミッタに対して異なる位置に配置される、超音波レシーバと、
　－超音波レシーバの少なくとも１つのグループの応答信号について
　ａ）応答信号において、超音波エミッタから超音波レシーバまで構成要素を進行する表
面波によって生じる第１信号セクションを識別し、
　ｂ）第１信号セクションから補正値を導き出し、
　ｃ）補正値に応じたスケール係数によって応答信号の少なくとも第２信号セクションを
再スケール調整する、
　ように適合され構成された制御ユニットと、
　を備える。
【００１８】
　好ましくは、制御ユニットは、構成要素に対する装置の接触に例外がある可能性がある
が、方法クレームの任意のものに従って方法を実行するように適合され構成される。これ
は、装置が例えばロボット操作でない限り典型的には装置の使用者による。
【００１９】
　本発明に係る方法及び装置は、任意のタイプの構成要素特にコンクリートのサンプルを
検査するために使用できる。
【００２０】
　特定の実施形態において、本発明は、特に合成開口法（ＳＡＦＴ）を使用して、構成要
素の内部構造の画像表示を生成するために使用できる。
【００２１】
　本発明は、下記の詳細な説明を検証すれば、より良く理解でき、かつ上記以外の目標が
明らかになる。説明は下記の添付図面を参照する。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】超音波によって構成要素を検査するための装置の実施形態を示す。
【図２】前記の装置のブロック図の例を示す。
【図３】一連の応答信号をスケール調整するための方法を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　[装置]
　図１に示す装置１は、超音波による構成要素の非破壊検査のために使用できる。
【００２４】
　装置は、例えば実質的に立方体のデザインのハウジング２を備える。
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【００２５】
　ハウジング２は、検査面３を有する。検査面３は好ましくは平坦である。
【００２６】
　複数の二方向超音波変換器４が、ハウジング２の検査面３に配列される。各変換器４は
、好ましくは、先端５ａを備えかつ例えば国際公開第２０１６／０２９３２６号において
説明されるタイプのホルダ５ｂに弾性的に取り付けられた圧電アクチュエータを備える。
【００２７】
　変換器４は、好ましくは、平坦な平面に配置されており、検査対象の構成要素の平坦な
面に対して位置付けられるように適合される。
【００２８】
　図示する実施形態において、変換器４は、行列の長方形マトリクスに配列されている。
マトリクスは、例えば、３つの行および８つの列を有する。１つの列の変換器４は、以下
で更に詳しく説明するように、装置の単一チャンネルの一部とすることができる。
【００２９】
　図２は、装置のブロック図である。
【００３０】
　ブロック図は、チャンネル６にグループ分けされた変換器４を概略的に示す。図示する
実施形態において、各チャンネル６は３つの変換器４を有する。
【００３１】
　本実施形態において、チャンネル６は、列状に、即ち１つの方向に沿って配列されるが
、構成要素を完全三次元に画像化するために二次元配列も想定できる。
【００３２】
　コントローラ７は、チャンネル６を制御するため及びチャンネルから信号を受信するた
めにチャンネル６に接続される。コントローラ７は、例えば、チャンネル６とインターフ
ェイス接続するためのインターフェイス回路８と、動作を制御するように構成されたＣＰ
Ｕ９と、データ及びファームウェアを保存するためのメモリ１０と、を備える。
【００３３】
　更に、コントローラ７は、コマンドを受け取り、データを送り、かつ、計測結果を表示
するために、入力及び出力回路に及びユーザーインターフェイス回路に接続できる。
【００３４】
　本実施形態において、チャンネル６の各々は、超音波エミッタとして又は超音波レシー
バとして作動できる。即ち、
　－超音波エミッタとして作動する場合、チャンネルは検査対象の構成要素の表面へ超音
波パルスを発する。好ましくは、チャンネルの全ての変換器４は同じ信号を発する。
　－超音波レシーバとして作動する場合、チャンネルは、構成要素の表面において検出さ
れた超音波信号を受け取り、計測する。好ましくは、その変換器４の全ての信号が、例え
ば加算によって、単一構成信号へと結合される。
【００３５】
　両方の場合において、変換器４の先端５ａは、構成要素の表面に当接しなければならな
い。
【００３６】
　[計測手順]
　計測を実施する際、使用者は、可能であれば全ての変換器４が検査対象の構成要素と当
接するように構成要素に対して装置１を位置付けする。
【００３７】
　その後、チャンネル６の少なくとも１つ、典型的には１度に１つが、超音波エミッタと
して作動するように設定される。更に、チャンネル６の数個は、好ましくはエミッタとし
て作動するチャンネル以外のチャンネルの全ては、超音波レシーバとして作動する。
【００３８】
　コントローラ７は、プローブ信号を発生するように超音波エミッタに命令する。プロー



(7) JP 6777817 B2 2020.10.28

10

20

30

40

50

ブ信号は、例えば、超音波エミッタの変換器へプラスの後にマイナス電圧を加えることを
含む、単一のパルスサイクルを含むことができる。但し、もっと複雑な波形を使用するこ
ともできる。
【００３９】
　好ましくは（但し、必ずしも要求されない）、プローブ信号は、次のプローブ信号を発
する前にプローブ信号からの全てのエコーを計測するために充分な時間を残すために、連
続するプローブ信号の間の間隔に比べて短い。
【００４０】
　コントローラ７は、その後、超音波レシーバによって計測された応答信号を収集する。
【００４１】
　応答信号は、超音波レシーバとして構成されたチャンネル６の変換器によって検出され
た超音波振動に合致する。これらの振動は、超音波エミッタと各超音波レシーバとの間の
様々な信号経路の重なり合いによって生じる。
　－超音波エミッタは、検査対象の構成要素の表面に沿って伝搬する表面波を発する。こ
れらの表面波は、ほとんどの場合、超音波レシーバの場所に最初に到達する音波である。
　－超音波エミッタは、検査対象の構成要素の塊の中へも音波を発する。不均質性及び表
面構造（特に、変換器４が当てられる面と反対の面）は、これらの波を散乱させ、散乱し
た音波の一部も、典型的には表面波の到達後に、超音波レシーバの場所に到達する。
【００４２】
　図３は、その左の列において、超音波レシーバによって受信された応答信号の例を示す
。この例において、変換器４のマトリクスの一端におけるチャンネルは、上述のようにし
て、単一期間パルスを発している。パルスを発するチャンネルの隣のチャンネルは、信号
Ｃ１を受け取る最初のチャンネルであり（一番上のグラフ）、その隣のチャンネルは信号
Ｃ２を受信し、以下同様である。
【００４３】
　図３の左の列から分かるように、各信号Ｃｉ（ｉ＝１．．．７）は、比較的強いパルス
構造から始まる。このパルス構造は、「第１信号セクション」（特許請求の範囲において
呼ぶように）に位置し、それぞれのチャンネルに到達表面波によって生じる。その後、信
号は、多数のより小さい振動を示す。これは、構成要素の内部不均質から又はその裏側か
ら散乱した後に到達する音波によって生じる。これらのより小さい振動は、典型的に、そ
の後の処理の（例えばＳＡＦＴ処理と関連する）対象となる振動である。
【００４４】
　図３の左の列から更に分かるように、表面波の到達時間は、超音波レシーバによって左
右される。レシーバが超音波エミッタから離れると、それだけ表面波への到達が遅れる。
これは、表面波の伝搬速度が制限されることから生じる。コンクリートにおける典型的な
表面波速度は、例えば、約２５００ｍ／秒である。
【００４５】
　また、図３の左の列から分かるように、パルスの振幅は、応答信号間で変動する。超音
波エミッタからの距離の増大に伴うある程度の振幅の減衰が予測できるとしても、これら
の例は、たとえそのような減衰が仮定される場合でも説明できない信号の高さ間の差異が
あることを明確に示す。例えば、信号Ｃ５及びＣ６は、信号Ｃ４が信号Ｃ５及びＣ６より
の超音波エミッタ近くで測定されるにもかかわらず、信号Ｃ４よりも強い。この振幅の変
動は、主に、様々なチャンネルと構成要素との間の結合強さの差に由来する。上述のよう
に、構成要素の表面の不規則性は、このような結合の差を生じる。
【００４６】
　[信号のスケール調整]
　上述のように、そのような効果は、適切な信号のスケール調整（scaling）によって補
償できる。
【００４７】
　一般的に、到達表面波の弱い振幅を計測するチャンネルは、構成要素に対して弱く結合
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されている。したがって、このチャンネルは同様に、その後到達する反射波を弱い感度に
よって計測する。
【００４８】
　このような変動を補償するために、各超音波信号Ｃｉは、スケール係数Ｓｉを使用して
下記のように再スケール調整（rescaled）される。
　　Ｃｉ’＝Ｓｉ・Ｃｉ　　（１）
　ここで、Ｃｉ’は、リスケール信号を示す。リスケール信号は図３の右の列に示される
。
【００４９】
　式（１）に従った補正は、必ずしも計測された応答信号全てについて実施する必要はな
いことに留意しなければならない。補正は、「第２信号セクション」についてのみ即ち更
なる処理のために使用される信号の部分について実施することもできる。
【００５０】
　スケール係数Ｓｉは、その「第１信号セクション」における応答信号の強さ即ち計測さ
れた表面波の強さを表す補正値Ｖｉから導き出すことができる。
【００５１】
　一般的に、スケール係数Ｓｉは補正値Ｖｉの関数であり、補正値Ｖｉが増大するときス
ケール係数Ｓｉは小さくなる。ほとんどの場合、相反関係は最良の結果を与える。即ち、
　　Ｓｉ＝Ｋｉ／Ｖｉ　　（２）
　ここで、Ｋｉは定数である。Ｋｉは、全ての超音波レシーバについて同じ値とすること
ができる。代替的に、表面波が超音波エミッタから超音波レシーバまで伝搬するとき、例
えば下記のように設定することによって、表面波の自然の減衰を考慮することもできる。
即ち、
　　Ｋｉ＝Ｋ・ｅｘｐ（α・ｘｉ）　　（３）
　ここで、αは長さ当たりの表面波の減衰を表す減衰定数であり、ｘｉは、超音波エミッ
タからのそれぞれの超音波レシーバの距離である。Ｋは、典型的には全ての超音波レシー
バに共通の定数である。
【００５２】
　以下において、補正値Ｖｉの様々な計算法について説明する。
【００５３】
　第１ステップにおいて、表面波に対応する応答信号の部分が識別されなければならない
。このために、時間窓Ｗ（図３に示す）を、各超音波レシーバに帰属させることができる
。このタイプの窓は、上述のように「第１信号セクション」即ち表面波が支配的であると
予想される信号のセクションを識別するために使用される。
【００５４】
　１つの実施形態において、時間的位置（即ち、時間窓の開始時及び終了時）は、超音波
エミッタからの超音波レシーバの距離に比例するように算定できる。例えば、時間窓の中
心時間ｔｉは、
　　ｔｉ＝ｘｉ／ｃ　　（４）
　によって算定できる。ここで、ｃは表面波の速度である。
【００５５】
　時間窓の長さは、典型的に、超音波エミッタによって発せられたプローブ信号（パルス
）の長さに依存する。好ましくは、時間窓の長さは、少なくとも発せられたパルスの長さ
、好ましくは表面波の想定速度ｃの誤差を補償するためにそれより多少大きい長さになる
ように選択される。例えば、時間窓の長さは、パルスの長さとパルスの長さの５倍との間
のであり、特にパルスの長さの約２倍である。
【００５６】
　その代わりに又はそれに加えて、時間窓は、応答信号の中の第１の強いパルス（例えば
、所与の閾値振幅を上回る振幅を有するパルス）を探すことによって位置を定めることが
できる。そのような第１パルスは、典型的に、表面波の到達を示す。言い換えると、時間
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窓の時間的位置は、プローブ信号が発せられた後の第１パルスの到達時間に応じて選択さ
れる。
【００５７】
　第１パルスの到達時間のこの分析は、一貫性に関する２つの方法をチェックするために
、式（４）の計算と組み合わせることができる。２つの方法の結果が一致しない場合、例
えば、再スケール調整を抑制する、又は、異なる（例えば、もっと長い）時間窓を使用で
きる。
【００５８】
　適切な時間窓Ｗが決定されたら、補正値Ｖｉは、その中の信号の強さから導き出すこと
ができる。この場合にも、そのために様々な様式がある。
【００５９】
　１つの実施例において、応答信号の包絡線は、少なくとも時間窓Ｗにおいて計算できる
。そのような包絡線を図Ｃ１及びＣ２において点線で示す。
【００６０】
　振動する信号の包絡線を計算するためのアルゴリズムは当業者には既知である。例えば
、信号が整流され（即ち、信号の絶対値が使用され）、その後、ローパスフィルタを用い
て、ローパスフィルタ処理されることができる。
【００６１】
　ローパスフィルタの大きさは、例えば、プローブ信号が、パルス周波数（例えば５０ｋ
Ｈｚ）に相当する搬送周波数を有する振幅変調信号であり、かつ、この信号の帯域幅がＢ
である、と想定することによって定めることができる。整流後、生信号のスペクトルは、
０Ｈｚにおけるベースバンド信号と、パルスの二重中心周波数（例えば１００ｋＨｚ）に
おける信号と、へ分割される。二重中心周波数付近（即ち、１００ｋＨｚ付近）における
スペクトル成分は、望ましくなく、フィルタで取り除かれる。したがって、ローパスフィ
ルタのカットオフ周波数は、好ましくは、ほぼＢ／２であるはずである。これによって、
ベースバンド信号（即ち、包絡線）がフィルタによって影響されず、しかも二重中心周波
数における望ましくない周波数成分が抑制されるようにする。
【００６２】
　ひとたび包絡線が算定されたら、その最大値、又は、その強さを表すその他の数量、を
使用して、補正値Ｖｉを導き出すことができる。例えば、補正値Ｖｉは、図３の左の最上
のグラフに示すように、包絡線の最大値Ａと等しく設定できる。
【００６３】
　その代わりに又はそれに加えて、補正値は、包絡線を最初に計算せずに、応答信号自体
の最大値に依存する、特に比例とすることができる。特に、最大値の検出は、この場合に
も時間窓Ｗに限定される。
【００６４】
　但し、包絡線の使用は、応答信号の個別のピーク値を使用するより、不規則な信号雑音
に対してエラー強さがあることに留意しなければならない。
【００６５】
　更に、時間窓Ｗは、時間窓外の信号は無視されると言う意味で必ずしも「長方形」であ
る必要はないことに留意しなければならない。また、応答信号に掛ける分布関数によって
あらわされると言う意味で、「加重」時間窓とすることができる。この場合、分布関数は
、表面波の予想到達時間を中心とする領域において平坦な最大値を持ち、その両側で徐々
にゼロへ低下する。
【００６６】
　更に、時間窓に依存しない又は明確には依存しない方法、例えば単に応答信号の中の最
高信号値を探すことが、使用できる。
【００６７】
　注釈
　本明細書において示す実施形態において、補正値の計算及び再スケール調整は、コント
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施される。その代わりに又はそれに加えて、これらのステップのいくつか又は全てを、個
別のチャンネルのレベルで及び／又はハウジング２外部の処理ユニットにおいて実行でき
る。
【００６８】
　超音波エミッタの変換器は、好ましくは、せん断波を発生するように有利に作動される
。即ち、それらの先端５ａは、検査面３に平行でかつ超音波エミッタチャンネルにおいて
変換器４の列に平行な方向に移動する。但し、異なる振動も使用できる。
【００６９】
　装置は、使用者が、本明細書において説明する信号のスケール調整を選択的に可能及び
禁止にできるようにするユーザー入力制御装置を備えることができる。
【００７０】
　上記の実施例においては、１つのチャンネル６が超音波エミッタであり、他のチャンネ
ル６が超音波レシーバであると想定した。ほとんどの作動モードにおいて、超音波エミッ
タの役割は、その後、全てのチャンネル６に帰属し、そのたびに他のチャンネル６はレシ
ーバとして使用される。
【００７１】
　好ましくは、超音波エミッタ及び／又は各超音波レシーバは、数個の超音波変換器４を
備え、その全てが検査対象の構成要素に当接するように位置付けられる。
【００７２】
　上述のように、本発明の方法及び装置は、特に、コンクリート及び表面に不規則性を呈
する可能性のあるその他の硬質の材料を検査するために適する。
【００７３】
　また、装置は、変換器と構成要素との間に結合液又はペーストを塗布することなく充分
に作動する。従来の方法は、典型的には、このような結合液又はペーストがない場合表面
の不規則性に対して非常に敏感である。
【００７４】
　好ましくは、各超音波レシーバは、応答信号を受信するときに構成要素に当てられる１
つ又は複数の先端を備える。このような設計は、優れたチャンネル信号分離を与え、応答
信号を個別にスケール調整するのに良く適する。
【００７５】
　本発明の現在好ましい実施形態を図示し説明したが、本発明はこれらに限定されず、以
下の特許請求の範囲の範囲内で多様に実現及び実施できることは明白である。
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